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青森県市町村合併支援特別交付金交付要綱

（趣旨）

第１ 県は、市町村の合併（市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律

第６号。以下「合併特例法」という｡)第２条第１項に規定する市町村の合併を

いう。以下「市町村合併」という｡)に伴い発生する臨時的な財政需要について、

合併市町村(合併特例法第２条第２項に規定する合併市町村をいう｡以下同じ｡)

及び合併関係市町村（合併特例法第２条第３項に規定する合併関係市町村をい

う。以下同じ｡)の負担を軽減するとともに、市町村建設計画（合併特例法第５

条の規定に基づき作成し、又は変更される市町村建設計画をいう。以下同じ｡)

の達成を支援するため、市町村に対し、予算の範囲内において青森県市町村合

併支援特別交付金（以下「交付金」という｡)を交付するものとし、その交付に

ついては、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第

１０号。以下「規則」という｡)に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。

（交付対象市町村）

第２ 交付金の交付の対象となる市町村は、次に掲げる市町村とする。

(1) 合併特例法の期限である平成１７年３月３１日までに市町村合併を行った

合併市町村

(2) 合併特例法の経過措置を適用して平成１８年３月３１日までに市町村合併

を行った合併市町村

(3) 知事が特に交付金の交付が必要と認める合併関係市町村を代表する一の市

町村（当該合併関係市町村に係る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

７条第１項の規定による知事の市町村の廃置分合の決定が行われ、かつ、当

該決定に係る合併期日が平成１８年３月３１日以前である場合に限る。以下

｢代表市町村」という ）。

（市町村合併支援特別交付金事業全体計画）

第３ 交付金の交付を受けようとする市町村は、次の各号に掲げる市町村合併に

伴い必要となる臨時的な事業に係る市町村合併支援特別交付金事業全体計画

（第１号様式。以下｢全体計画｣という｡)を作成し、全体計画に掲げる事業のう

ち最初の事業に着手する前までに、全体計画承認申請書（第２号様式）により

知事の承認を受けなければならない。

(1) 市町村合併が行われた日の属する年度（以下｢合併年度｣という｡)のうち当

該市町村合併が行われた日以降の期間及びこれに続く５箇年度が終了するま

での期間内に市町村建設計画に基づき実施する次に掲げる事業
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ア 保健、医療、福祉等の行政サービスの格差是正のための事業

イ 電算システムの統合等広域的行政サービスのシステム整備のための事業

ウ その他市町村合併に伴い必要となる事業で特に必要と認められるもの

(2) 市町村合併後速やかに行政サービスを提供するため代表市町村が市町村合

併が行われる日前に着手する電算システムの統合等に関連する事業

２ 前項の規定により承認を受けた全体計画を変更しようとする場合には、全体

計画変更承認申請書（第２号様式）を作成し、知事の承認を受けなければなら

ない。

（交付対象事業及び交付対象経費）

第４ 交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という｡)は、全体

計画に基づき実施する事業とする。

２ 交付金の額の算定の対象となる経費（以下「交付対象経費」という｡)は、交

付対象事業の実施に要する経費のうち、事務費（ソフト事業の実施のために必要な

経費を除く 、人件費、維持管理又は小規模な維持補修費等の経常的な経費を控除し。）

た経費とする。

３ 交付対象事業に国庫補助負担金、県支出金、地方債その他の特定財源（以下

「特定財源」という｡)を充当する場合には、交付対象経費に特定財源を含めな

いものとする｡

（交付金の額等）

第５ 一の合併市町村に交付する交付金（当該合併市町村の市町村合併に係る代

表市町村に交付する交付金を含む｡)の総額（以下「交付総額」という｡)は、次

の表に定める額を限度とする。

第２第１項に規定 第２第２項に規定交付対象市町村

する合併市町村 する合併市町村合併関係市町村数

２ ５億円 ４億円

５億円に合併関係市町村 ４億円に合併関係市町村
の数から２を差し引いて の数から２を差し引いて

３以上
得た額に１億円を乗じて 得た額に１億円を乗じて
得た額を加算した額 得た額を加算した額

２ 各年度において交付する交付金の額は、当該年度までの間に実施した交付対

象事業に要する交付対象経費の総額の範囲内の額とする。ただし、当該交付金

の額が次の各号に掲げる交付年度の区分に応じ当該各号に定める割合を交付総

額に乗じて得た額（以下「単年度交付限度額」という｡)を超える場合には、単

年度交付限度額をもって交付金の額とする。

(1)合 併 年 度 １００分の２０

(2)第２年度～第６年度 １００分の１６
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３ 当該年度において交付する交付金の額が単年度交付限度額に達しない場合に

は、前項の規定にかかわらず、当該限度額に満たない額を、次年度の単年度交

付限度額に繰り越して加算することができる｡

（交付申請書等）

第６ 規則第３条第１項の申請書は、第３号様式によるものとする。

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければな

らない書類は、次のとおりとする。

(1) 事業計画書（第４号様式）

(2) 収支予算書（第５号様式）

(3) その他知事が必要と認める書類

（交付金の交付の条件）

第７ 次に掲げる事項は、交付金の交付の決定がなされた場合において、規則第

５条の規定により付された条件となるものとする。

(1) 交付対象事業に次に掲げる変更を加える場合においては、あらかじめ事業

変更承認申請書（第６号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

ア 事業計画の内容の変更（交付対象事業の趣旨を著しく変更しない程度の

軽微な変更で、交付金の額に変更を生じないものは除く ）。

イ 交付対象事業に要する経費の配分の変更（交付対象事業に要する経費の

２０パーセント未満の変更で、交付金の額に変更を生じないものは除く｡)

(2) 交付対象事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承

認申請書（第７号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

(3) 交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が

困難となった場合において、速やかに知事に報告してその指示を受けること。

(4) 交付対象事業の状況、交付対象事業の経費の収支その他交付対象事業に関

する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを交付対象事業が

完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しておくこと。

（申請の取下げの期日）

第８ 規則第７条第１項の規定による交付金の交付の申請の取下げの期日は、交

付金の交付決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。

（実績報告）

第９ 規則第１２条の規定による報告は、交付対象事業の完了の日（交付対象事

業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又

は交付金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか
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早い日までに、事業完了（廃止）実績報告書（第８号様式）に次に掲げる書類

を添えて行うものとする。

(1) 事業実績書（第４号様式）

(2) 収支精算書（第５号様式）

(3) その他知事が必要と認める書類

（交付金の交付方法）

第１０ 交付金は、規則第１３条の規定による交付金の額の確定後に交付する。

（雑則）

第１１ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１６年６月２４日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

（施行期日前の事業着手の取扱い）

２ この要綱の施行期日の前に第３第１項第２号に規定する事業に着手している

場合であっても、要綱の施行期日から起算して６０日を経過する日までに所定

の手続きを行ったものについては、第３第１項の規定に基づき知事への承認申

請の手続が行われたものとみなす。


